
学
生
支
援
推
進
プ
ロ
グ
ラ
ム

事例 5 日本女子大学

53

取組内容とその成果

プログラムの目的及び内容

本補助事業は、本学における学生支援の成立と変

遷を創立者の教育理念の形成過程に遡って探求し、

どのような経過で現在の学生支援に結実してきたの

かを分析する。その上で、本学で築き上げてきた自

己実現を目指す教育活動の活性化を図り、社会人力

養成に資するため、個々の教育活動を洗い上げ、一

つひとつを科学的に分析、吟味し、個々の学生の力

量を明示する Web システムを構築する。この取組を

通し、全学的には社会人力養成、就職支援にかかわ

る支援の体系化を図り、総合的に実施できる態勢を

実現する。個別学生に関しては、自分の力量を客観

的に把握できることになる。総じて、将来にわたっ

て本学の社会人力養成の学生支援推進事業を向上さ

せることを目的とした。

到達目標

本取組では、創立者の教育理念が形成される過程

と、現在の学生支援に結実してきた流れを分析する

が、この調査自体が、学生支援の観点から見た学園

アイデンティティを再定義する一つの目標となる。

また、学内全部局・学科の行う個々の教育活動を再

評価・再定義し、学士力・社会人力の到達度合によ

り数値化する。これをキャリア支援課とシステム企

画課との協働で成績管理システムに組み入れ、新シ

ステムを再構成する。システムの立ち上げ自体が可

視的な目標となる。この運用により、学生個々人が

自分の現状と発達課題を把握し、自己実現の向上を

図ることを可能にすると予測される。以上を結合し、

学生支援から見た学園アイデンティティの再定義、

それに基づく学生支援の現代的管理システム・学生

自身の社会人力向上の Web システム構築が本取組の

到達目標である。

プログラムの実施内容

本学の学生支援の成立と変遷を明確化するために、

①創立者の教育理念の形成過程を調べ、②本学の学

生支援がどのように変容して、現在に到ったかを振

り返る。この作業の結果、現在の学園アイデンティ

ティを再定義し、学生の自己実現支援を企図したワー

クショップ（学生の自己実現促進の諸活動）を③全

学的に洗い直し、個別に再定義する。また、訓練し

た調査員（院生）による全部局・学科対象の聞き取

り調査で、④学士力、社会人力の構成因子を割り出し、

⑤社会人力テストを作成する。この尺度により個々

の学生が学士力・社会人力を自己採点により可視化

する。さらに、⑥ Web System を構築し、学生が自

分の受けるワークショップを自己選択して、社会人

力を身につけ、その成果として社会人力がどの程度

身についたかを Web System に入力することで自覚

が高まり、記録をいつでも望む時に見ることで一層

の動機向上が図られることに資するような運営を可

能にする

プログラムの成果

１．当該プログラムの周知方法等

初年度に先立ち、2008( 平成 20) 年度の終わりに本

取組の学内プレゼンテーションが行われて、その模

様が学内の「GP ニュース」などを通して積極的に広

報が開始された。また、採択決定後は、「GP ニュース」

としてホームページに掲載されるなどの継続的な情

報提供が行われた。さらに、学内報や同窓会組織の

情報誌である「桜楓新報」などを通して、経過報告、

協力依頼、情報提供依頼、アルバイト募集などの形

で広報を行って来た。初年度の教育活動に関する情

報提供の依頼などは、通常の学内事務組織の連絡経

路を使い、集積された情報については、整理分析後、

教育活動報告書（名称としては「学生支援の手引き」

取 組 期 間
区 分
所 在 地
設 置 者

2009(平成21)年度～2011(平成23)年度
学生支援推進プログラム
〒112－8681 東京都文京区目白台2-8-1
学校法人 日本女子大学

学士力・社会人力養成の全学態勢の構築：キャリアから自己実現へ

私立 日本女子大学
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など）として各学科、部局に配布するとともに、ダ

イジェスト版を全教職員に配布し、学内広報の一環

として学生にもパンフレットで情報を提供した。

さらに、例年行われる学園の全教職員を対象とす

る「一貫教育研究集会」での報告の場を借りて周知

徹底を図った。

２．当該プログラムの成果

①自己評価は、どのような観点で行ったか。

（１）本学の学生支援の特徴を明確化し、講義の中

での学生支援の視点からの学生への接し方、教授法

を整理した教育支援案として、学生支援の手引き、

WS教材を作成した。そこで、この教育支援案をⓐ

実際の講義、ⓑワークショップなどに適用し、実際

にどの程度有効に機能するかという観点から質問紙

などで検証した。また、この支援方法を、ⓒFD研修

や、ⓓ職員研修で講義し、実習を行い、ここでもそ

の効果を質問紙などで検証した。検証結果の具体例

は、末尾の資料に掲載する。

具体的なワークショップは、ⓐとしては、教養特別

講義の「ストレスマネージメント」の単元(資料①)、

３年次の「中級演習」における合宿の場(資料②)を

借りて行った。また、ⓑとしては、新入生オリエ

ンテーション学生委員に対する「新入生への接遇訓

練」、自治会主催のリーダーズミーティングにおけ

る「リーダーシップ養成講座」、学寮における「新

入寮生への接遇訓練」を実施し、ⓒとしては、「セ

クシャルハラスメント等防止委員会研修」「三部門

研修会」、ⓓとしては「教務課における学生支援研

修」などにおいて、検証を行った。

（２）社会人力テストについては、講義の中で予

備調査を繰り返し、そのデータを取りまとめて、

2011(平成23)年度の学生相談学会で口頭発表を行っ

た。また、学会からのお申し出で、学会誌に成果を

論文としてまとめ、投稿している。それによると、

開発された尺度は上級学年になるにつれて社会人力

が上昇すること、アルバイトなどによる効果は「挨

拶」などの項目では上昇が見られるものの一部の能

力に限られること、サークル所属によって社会人力

は上昇しないことなどの新しい知見が得られた。興

味深いことは、社会人力の向上とファッションや化

粧行動に相関が見られるなど、男子学生中心のキャ

リア支援、学士力・社会人力に関わる調査では観察

されなかったことも、社会人力の一側面として見出

されてきていることである。

（３）Web学習システムで「ワークショップ管理シ

ステム」と社会人力テストを活用した「アンケート

管理システム」を開発してきたが、これも有効に機

能するか否かについて、予備的な評価を慎重に繰り

返しながらシステム構築を進行してきている。でき

上がって、運用を開始してから自己評価を行って、

機能しないのでは役に立たない。開発途上のこまめ

な自己評価をしている段階で、まとまった自己評価

には到達していない。

②到達目標に達したか。

前項（１）については、目標に到達した。学生に

対する講義などでは予想外の高評価を獲得した ( 資

料①、②、③参照 )。

前項（２）については、実際に学生を対象として、

質問紙調査として実施し、そのデータを解析するこ

とを通して、自己評価を本取組の委員会で検討して

きた。さらに、学会などで発表し、批判的に検討し

ていただいている。評価の観点としては学生の社会

人力の測定ができているか、学生が自分の測定結果

を見て、社会人力の獲得や自己実現の参考に活用で

きるのかに注目している。その結果、概ね期待に沿っ

た結果となっている（資料④、⑤参照）。

③具体的な成果は何か。

（１）については、講義において学生の集中度が

向上し、自己実現に向けての学生生活全般に対する

意欲が増し、個別の事例の検討を通して個人の成長

という観点でみると、資料に見るように学生の自己

実現、社会人力獲得が観察されている。

（２）については、捉え難い「自分の社会人力」

を学生個々人が自分の内面的な資源についても可視

化してとらえることが可能になり、外部から「ここ

がもっとできれば社会の役に立つのに…」という評

価ではなく、内面から「自分はこんな力がついてきて、

自分らしく人や社会に役に立てるように成長してい

る」という実感を支える測定尺度を開発することが

できた。

（３）については、大学全体での学生支援システ

ムを Web に乗せることができたことが最大の成果で

ある。

今後の計画

１．当該プログラムの成果をどのように活用してい

くか。

本学の学生支援から見た学園アイデンティティが
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明確化されたことにより、オープンキャンパスなど

をはじめとする受験生やご家族に対する広報に明確

な発信が可能になった。また企業向けの発信にも、

事実に基づいた発信を自信を持って行っていきたい。

このように外部に対して明確な発信ができる材料を、

本取組を通して獲得することができたことは本学の

貴重な財産であり、これは充分に活用させていただ

きたい。

次に、内部的には学生支援のガイドラインが「学

生支援の手引き」や「WS 教材」の形で提供可能に

なり、さらに、本学園独自の学生支援の存在を、教

職員に明確に提示することを通して、教職員の愛校

心の醸成、勤労意欲の向上、学生支援についての資

質向上に貢献する道を開くことができた。特に、新

規採用の教職員研修で本取組の成果を活用した研修

を行えば、新規採用教職員の即戦力化、本学への定

着促進に効果が見られるであろう。学生支援のみな

らず、FD 研修、職員研修での活用も期待できる。

以上に関しては、活用に際しての経常経費は教材印

刷程度のわずかな出費での活用が期待される。

在学生に対する学生支援の応用として、現在企図

されている種々の教育活動の側面的な支援効果が期

待される。例えば、教養特別講義の再体制化の案を

より有効にするための方法として、本取組の成果を

活用することが可能であろう。現委員会の案の実施

に際して、その案に使われる支援策の淵源は創立者

にあることが明示されるだけでも、推進力を提供で

きると予測できる。また、Vision 120 の担い手とな

る学生・院生・OG のエンパワメントとして、対外

交渉力の育成、リーダーシップの訓練などに活用可

能である。

さらに、本取組を通して Web 学習システムに、学

生支援のシステムを構築することができた。これを

運用することにより、上記のような外部への発信の

内容について根拠を明確にしながら更新していくこ

とができるようになった。この点については、学内

の「綜合研究所」の指定研究として採択され、３年

間の資金提供を受けることになった。本格運用を

来年度から始めるが、３年間に亘って運用について

精緻化を保証されている。また、学生の社会人力獲

得の様相がデータによって蓄積されていくことによ

り、本学の学生支援の発展に活用することができる。

Web システムの運用には若干の財政的な支出が必要

となろうが、本取組の３年間に支出したシステム開

発の出費に比べると軽微なものとなることが予想さ

れる。システム企画課に試算を依頼する予定である。

社会人力測定尺度については学生支援４部局の共

有財産となる。とくにカウンセリングセンターやキャ

リア支援課では、このデータに基づいた学生支援が

可能になるために、活用が業務の促進に資すること

になろう。

さらに、学生支援の主役である学科教員にこの存

在と活用法を周知徹底することにより、学科の学生

支援が効率化し、学生から見て納得のいく学生支援

が得られることに繋がり、本学独自の学生支援が学

科におけるキャリア支援から自己実現を視野に入れ

た、深みのあるものに発展していくことが期待でき

る。

２．今後の計画

本取組の成果を綜合研究所の研究として前項のよ

うに活用することを通して、学園アイデンティティ

の明確化に努め、Web システムの本格運用を軌道に

乗せることが直近の３年間の計画となる。

就職未内定者への支援策

１．内定（内々定）のピークを過ぎても内定（内々定）

を得られない者への支援策

・企業説明会の開催（学内・他大学との合同、およ

び個別企業）

・メール配信による求人紹介

・電話かけによる未内定学生との接触（キャリア支

援課への来課を誘導）

２．未内定のまま卒業した者への支援策

・政府支援策（ドリームマッチプログラム）などの

紹介

・卒業後の就職相談対応
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評 定 ： Ｓ

評定理由（総論）

女子大生が陥りやすい問題に対処したカリキュラ

ムやプログラムを考え、学生が参加しやすい工夫が

された結果、着実に成果が上がっている。（１）学

士力と社会人力を養成する目的で 1 年次から 4 年次

までに系統的な支援プログラムやカリキュラムが作

られ実行した。（２）対人関係の緊密化など難しい

評価を主な要素について解析を行い、それらの定量

化をはかって分析を行う、などの努力を積極的に

行っていることは高く評価できる。

評  価  結  果

実  地  視  察  報  告

視察日：2012(平成24)年10月31日（水）

総　 評

日本女子大学の教育理念は、創立者である成瀬仁

蔵先生が確立した学生支援、キャリア支援＝学士

力・社会人力の向上である。この教育理念は創立以

来、脈々と受け継がれて来ているが、社会情勢の変

化や文化の発展、学生の資質などの変化により、新

たな教育方法や技術の改良を行い、発展させた。さ

らに、その教育効果のよりきめ細やかな分析・解析

を可能にし、それらの結果を用いて効率の良い教育

ができるようになった。

本プロジェクトは現在の社会が要請する学士力や

社会人力を、成瀬先生の教育理念を見失うことなく

改良を行うプログラムの構築である。本教育システ

ムにより、自己実現を目指す教育活動が活性化し、

個々の学生の力量を明示するシステムができ、これ

らの取組みを全学的に実施できる体制を実現する努

力をして、日本女子大学のアイデンティテイ（教育

の特徴）を確立することを目指している。そのため

には全学の中で卒業生以外の教職員のさらなる協力

と努力が必要であり、それを遂行する独自の理解に

よって、行なわれて良いと考える。

このプログラムのひとつである、学生個々の自己

理解は他者の理解に繋がり、希薄化している人間関

係を取り戻す機会になっている。今回面談した学生

は一研究室の先輩と後輩であったが、お互いが上下

の壁を乗り越えて、自己の立場を理解し、個々の利

点を伸ばす自発創性に努力をしていることは、素晴

らしいと感じた。また、現代の学生には成瀬先生の

考えはあまり良く浸透している様に見えないが、面

談した学生は理解していた。これは、指導教員が成

瀬先生の教育理念を理解しているかどうかで決まる

と思う。私立大学は創立者の建学の精神と教育理念

を受け継つぎ、各大学の教育の特徴を現している。

そうなるためには、そこで働く教職員のこれら教育

理念への深い理解が、学生の育成に最も重要な役割

を担っている。このことは、私立大学と国立大学の

大きな違いでもあり、私立大学の独特の特徴、アイ

デンティティとなっている。

個別事項

プロジェクトの完成を目指し、現在の学生が陥り

やすい問題に対処したカリキュラムやプログラムを
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考え、学生が参加しやすい工夫が行われた結果、着

実に成果が上がっている。

①学士力と社会人力を養成する目的で、１年次か

ら４年次までに系統的な支援プログラムやカリキュ

ラムが作られ実行されている。

②対人関係の緊密化など難しい評価を主な要素に

ついて解析を行い、それらの定量化をはかって分析

を行うなどの努力を行われていることは高く評価で

きる。

プログラムの実施内容として、

①創立者の教育理念の形成過程を詳細に分析する。

②学生支援のあり方が時代を経て、現在ではどの

ように達成すべきかを考える。この作業を通して、

現在の日本女子大学の特徴を再定義し、学生の自己

実現を支援する様々の試みを行い、着実に成果を上

げている。特にワークショップの学生、教職員向け

の開催は有効である。

③ ②について全学的に調査を行い、個々の学科で

再確認ができるようになっている。

④学士力、社会人力について、調査員（院生）に

より全学的に聞き取り調査を行って調べている。

⑤社会人力テストを作り、個々の学生が学士力、

社会人力を自己採点して可視化することができる

Web System ができている。

⑥この System を用いて、自分の参加したいワー

クショップを自己選択して、さらに、その成果とし

て社会人力がどの程度身に付いたかが判るように

なっている。

このようにして、個々の学生が自分の成績や、知

識力の把握ができる記録をいつでも希望する時間に

見ることができるようにして、学生の自発創性に役

立てている。つまり、学生が努力した結果を個々の

向上として判断できるシステムである。

プログラムはまだ完成していないが、実施された

プログラムの統計的な結果を見る限り、実施を計画

したものについては、目標が達成されている。他大

学が利用できるまでには、本大学のプランの完成ま

で少なくとも５〜６年は必要と考える。いずれにし

ても、教職員の並大抵でない努力が必要である。




